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　総務省が発表した『平成30年住宅・土地統計調査』によれば、2018年10月１日時点における空き家（居住
世帯のない住宅。『建築中の住宅』と『一時現在者のみの住宅（昼間だけ使用など）』は除く）の数は848万
9,000戸、総住宅数に占める空き家割合は13.6％と、過去最高となりました。また、848万9,000戸の空き家
のうち、賃貸用の住宅、売却用の住宅、二次的住宅（別荘など）のいずれにも当てはまらない空き家は約41.1％
にも上りました。
　遠方にある実家を子どもが相続したものの、使い道に困って放置し、空き家となるケースは多々あります。空
き家であっても固定資産税はかかり続けますし、放火や空き巣、倒壊などのリスクや、近隣トラブルに発展する
可能性もあります。所有する不動産をどうするかは、早めに決めておきましょう。



　たとえば、父親が亡くなり、土地を３人の子ども
が相続することになったとします。「とりあえず、落
ちついてから誰が相続するかを決めよう」というこ
とで、一旦３人の共有財産として相続しました。と
ころが、話し合いをする前に長男が死亡してしま
い、土地は、残された２人の兄弟と長男の子どもた
ち３人の合計５人の共有財産になることに……。
　相続が開始された後、遺産分割協議を行って
いる間に、相続人が死亡してしまった時の相続を
『数次相続』といいます。数次相続が起こると、上
記のケースのように、土地の共同所有者が増えて
しまうなどの厄介な事態となります。トラブルのリス
クも高まり、遺産分割協議が難航したり、土地を
売ったり貸したりする際に所有者同士の意見がま
とまらず、話が進まなくなったりすることも少なくあり
ません。
　冒頭のケースで、もしも長男が死亡した後に２
人の兄弟も死亡してしまったら、それぞれの子ども
たちが相続人となり、土地の共同所有者数が膨
れ上がってしまいます。相続が繰り返されると、最
終的に一つの土地が何十人もの共有になること
もあり得ます。共同所有者が増えたとしても、関係
が良好なら話がまとまる可能性も高いのですが、
仲が悪かったり疎遠だったりすると、話し合いすら
ままならないこともあります。話がまとまらずに放置
しているうちに、新たな相続が発生し、事態がさら
に深刻化する恐れもあります。
　このような複雑な事態を避けるためにも、当初
の相続人が３人だった時点で話し合いをしておく
べきだったといえます。

共有財産として相続すると
トラブルが起こりやすくなる

　相続人となる兄弟の仲が悪いなど、トラブルの
種がすでにある場合には、不動産の所有者自身
が生きているうちに、所有権の移転先について何
らかの対策を取っておく必要があります。何の対
策もせずに亡くなると、死後に不動産を巡るトラブ
ルが起こる可能性が高いからです。関係性の悪
い相続人同士で話し合い、解決に漕ぎつけること
は、相続人にとっても負担の大きい作業です。
　具体的な解決策として有効なのが、所有者が
生きている間に不動産を分割して、それぞれの相
続人に生前贈与してしまう方法です。分割すると
土地自体は狭くはなりますが、単独で所有できる
ため、土地を売ってお金に換えることも、土地に家
を建てて住むことも、人に賃貸することも個々の判
断で可能になります。

　自分の死後に大切な家族が争うことになるのは、
不本意なことでしょう。円満な相続となるよう、生前
にできることをやっておくのがベストです。

生前に分割しておけば
共有によるトラブルが防げる

相続財産に不動産が含まれていると、不動産を引き継ぐ相続人を決めなければなりません。相続
人が決まらない場合、不動産は全相続人の共有財産となり、全員の同意なしに不動産の処分など
ができなくなるほか、共同所有者が死亡すれば、権利が複雑化してトラブルが発生しやすくなりま
す。今回は、生前にやっておきたい『土地の分割』について解説します。

生前の対策でトラブル回避！
相続財産に不動産があるケース

◇資産安心コラム◇
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　教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税
の非課税制度（以下、「本制度」）は、祖父母や親
などの直系尊属から信託などによって教育資金
の一括贈与を受けた場合に、1,500万円を限度と
して、贈与税を非課税にできる制度です。定めら
れた条件を満たす場合に、金融機関の営業所等
を経由して教育資金非課税申告書を提出するこ
とで適用されます。『一括贈与』と呼ばれています
が、必ずしも“一括で”贈与する必要はなく、限度
額の範囲内で分割して贈与してもかまいません。
直系尊属からの贈与に限られるものの、非課税
枠が大きいことから相続税対策における最大のメ
リットであるといえます。
　節税対策としては、毎年110万円（贈与税の基
礎控除額）を上限に暦年贈与する方法もあります
が、被相続人がすでに高齢の方の場合、暦年贈
与では年数がかかりすぎるケースもあります。この
場合、本制度を活用すれば、まとまった金額を非
課税で贈与できますから、非常に使い勝手がよい
といえます。また、暦年贈与や相続時精算課税制
度と併用することも可能です。
　なお、本制度は税制改正によって一部内容が
変更されることがあります。活用を検討する際は、
改正の内容を確認しておくようにしましょう。

　一方、本制度には注意すべき点もあります。

●適用期限付きの特例措置である
　本制度は2021年３月31日までの特例措置で、
2020年12月時点では、制度を２年延長（2023年３
月31日まで）する方向で検討が進んでいます。い
ずれにしても、適用期限付きの特例措置であるこ
とには変わりありません。
●教育に関すること以外に使うことはできない
　贈与された資金は教育資金として使う必要が
あり、用途を証明するために、領収書などの提出
が求められます。もし教育に関すること以外にお
金を使った場合は、本制度の対象とならず、贈与
税が課税されることがあります。
●原則、30歳までに全額使い切る必要がある
　もし30歳になった時点で使いきれなかった資金
がある場合は、教育資金管理契約終了時点で贈
与があったことと見なされ、贈与税がかかることが
あります。
●贈与から３年以内に相続が発生すると、相続
　税の課税対象となることがある
　教育資金の贈与開始から３年以内に贈与者
が亡くなった場合、条件に該当すれば、贈与額の
うち相続開始までに使いきれなかった分が、贈与
者の相続財産に組み込まれます。

　メリットが大きい反面、細かな条件もある本制度
は、安易に活用すると、後々、子や孫が贈与税を
負担することにもなりかねません。先を見越してベ
ストな方法を見極めることが大切です。

教育資金の一括贈与には
大きなメリットがある

細かなルールに注意して
安易に利用しないこと

「資産を子どもや孫に渡したい」という場合に多く利用されているのが、教育資金の一括贈与制
度です。この制度を使えば、1,500万円までは非課税で贈与することができます。非課税枠が大
きいため相続税対策としても有効ですが、一方で、細かなルールについても理解しておく必要が
あります。今回は、教育資金の一括贈与制度を注意点とともに解説します。

メリットと注意点を踏まえて活用！
教育資金の一括贈与制度

◇今からできる相続対策◇
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相続人が配偶者だけではない点に
まず留意することが必要

長年連れ添った配偶者に
所有権を100%渡すことは可能か

　財産の所有者が亡くなれば、誰かがそれを受け継
ぐ必要があります。夫婦ふたりの家があるならば、家は
残される配偶者に相続してもらい、これまでどおりの
生活ができるように取り計らいたいと思うのは自然なこ
とです。
　しかし、子どもや直系尊属（両親、祖父母など）がい
ないとしても、相続人が妻だけとは限らないので注意
が必要です。被相続人に兄弟がいれば、その兄弟も
法定相続人になり得るからです。
　もし、自宅だけが所有財産であり、預貯金もほとんど
ないような場合、自宅は配偶者と兄弟が相続すること
になります。条件を満たせば配偶者居住権が認めら
れるため、配偶者は自宅に住み続けることはできます
が、所有権の一部は兄弟が相続します。

　何もしなければ、自宅は兄弟と配偶者の共有財産
になってしまいます。しかし、遺言書で「配偶者に財産
をすべて相続させる」と書いておけば、配偶者に
100%相続してもらうことも可能です。兄弟には、遺留
分侵害額請求権が認められていません。
　もう一つが生前贈与です。生きている間に自宅の所
有権を配偶者名義にしておけば、本人に何かあった
としても問題ありません。婚姻期間20年以上で使える
配偶者控除も、相続では１億6,000万円であるのに比
べると、生前贈与では2,000万円と少ないこと、相続時
に比べると登録免許税が高いというデメリットはありま
すが、検討の余地はあります。
　相続が始まったあとにトラブルが起きないよう、早い
うちから準備しておくことが大切です。

思い通りに相続を行うためには、事前の準備が大切です。たとえば、子どもはおらず、兄弟とは付き合
いがないような夫婦であれば、自宅はなるべく配偶者に遺そうと考えることが多いはずです。しかし、
預貯金が少なく、財産がほぼ『自宅』のみだった場合、ほかの相続人にも自宅の権利が渡ってしまうの
でしょうか？ 今回は、そのようなケースについて解説します。

不動産しか財産がない場合、
相続はどうなる？

◇相続の基本講座◇
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